第9次千歳市交通安全計画の概要　
千歳市交通安全対策会議(平成23年9月15日策定)
１　策定根拠
　　昭和45年６月に交通安全基本法が制定され、同法第18条第１項では、市町村は条例で定めるところにより、市町村交通安全対策会議を置くことができること、同法第26条第１項では、市町村交通安全対策会議は、都道府県交通安全計画に基づき、市町村交通安全計画を作成するよう努めることと規定されています。
千歳市では昭和46年４月１日千歳市交通安全対策会議条例を施行し、昭和46年度以降、８次にわたる「千歳市交通安全計画」を策定してきました。
　　
２　計画の策定要旨

①千歳市域における陸上交通の安全に関する総合的かつ長期的な施策の大綱
②千歳市域における陸上交通の安全に関する施策を総合的かつ計画的に推進するために必要な事項
計 画 の 基 本 理 念

１　交通事故のない社会を目指して

誰もが安心して暮らせる住みよい社会を形成するためには、交通事故や災害、犯罪等に対する不安のない、安全で安心な生活の確保が極めて重要です。

　　これまでも、その重要性が認識され、様々な対策がとられてきたところでありますが、死亡事故件数は減少傾向にあるものの、とりわけ交通事故の発生件数が依然として高い水準で推移している現状においては、更なる対策の実施が必要となっています。

　　人命尊重の理念に基づき、交通事故がもたらす大きな社会的・経済的損失をも勘案すると、究極的には交通事故のない社会を目指すべきであり、悲惨な交通事故の根絶に向けて、より一層の対策を講じていく必要があります。

２　人優先の交通安全思想

　 交通事故のない社会を実現するには、道路においては、自動車と比較して弱い立場にある歩行者に対して、又交通安全対策上においては、高齢者、障がい者、子ども等のいわゆる交通弱者に対する安全を一層確保することが重要です。このような、｢人優先｣の交通安全思想を基本として、市民が安心して外出し、移動できるような配慮や思いやりのある施策を推進する必要があります。

３　施策推進に当たっての基本的な考え方
本計画においては、平成23年度から27年度までの期間内に達成すべき目標を設定するとともに、その実現を図るための施策を明らかにしていきます。

　　また、本市における積雪寒冷という冬季の自然環境に対応した交通安全を図るための施策も明らかにしていきます。

具体的には、交通社会を構成する人に対する安全対策、車両等の交通機関が原因となる事故防止対策、人や車両が活動する場としての交通環境に係る安全対策という三つの要素について、相互の関連を考慮しながら市民の理解と協力のもと、人優先の交通安全対策を積極的に推進します。

施策の推進に当たっては、少子・高齢化、国際化等の社会情勢や交通事故の状況等の変化に対応した適切な選択をするとともに、重点的、効果的な実施に努めるものとします。
第１部　陸上交通の安全
第１章　道路交通の安全









第１節　道路交通事故のない社会を目指して
人命尊重の理念に基づき、高齢者、障がい者、子ども等を含む多くの人々が相互理解と思いやりを持って行動する共生の交通社会の形成を図り、究極的には、交通事故のない社会を目指し、安全で安心な社会を実現させることが必要です。

このことから、本市においては、積極的に交通安全対策を実施し、交通事故死者数の一層の減少に取組むことはもちろんのこと、事故そのものの減少についても取組みます。

交通安全は地域社会と密接な関係があることから、地域の交通状況を踏まえ、それぞれの地域における活動を強化することが必要です。

また、交通安全に関する各種活動に関しては、行政、学校、家庭、職場、団体及び企業が役割を分担しながらその連携を強化するとともに、市民が交通安全に関する活動に対して、計画、実行及び評価の各場面において様々な形で参加し、協働していくことが重要です。

さらに、防犯や防災と併せて、地域の安全として一体的に考えて取組みを進めることも重要です。

第２節　道路交通の安全についての目標

Ⅰ　道路交通事故の現状と今後の見通し

１　道路交通事故の現状

本市における交通事故による死者数を交通安全計画策定以降について考察すると、第１次で平均６.４人／年であったものが、第２次では平均６人／年と減少しました。また、第３次～第４次では平均７.５人／年と微増傾向を示し、第５次では平均８人／年、第６次では平均12人／年とさらに増加の状況が続きました。

　　　しかし、第７次では平均７.４人／年と減少に転じ、第8次では4.6人／年と年平均では初めて５人を割り込みました。交通事故の発生件数と傷者数では、第３次の平均発生件数194件、同傷者282人／年から増加傾向が続いていましたが、第８次では同発生件数413件、同傷者553人／年となっており、第6次、第7次との比較では減少に転じていますが高水準で推移しています。

　　　このことから、第８次計画期間における死者数の減少については一定の評価はできますが、事故発生件数、傷者数では必ずしも十分に達成できたとは言い難い状況です。

千歳市の交通事故現状(1次から6次までは各期間５年間の年平均)
	計画年次
	1次
	2次
	3次
	4次
	5次
	6次
	7次(H13～Ｈ17)

	期　　間
	S46～
	S51～
	S56～
	S61～
	H3～
	H8～
	H13
	H14
	H15
	H16
	H17
	平均

	件数(件)
	247
	159
	194
	353
	401
	474
	490
	506
	488
	506
	489
	496

	死者(人)
	6.4
	6
	7.6
	7.4
	8
	12
	8
	9
	3
	10
	7
	7.4

	傷者(人)
	370
	212
	282
	489
	571
	619
	630
	634
	647
	663
	629
	641


	計画年次
	8次(H18～Ｈ22)

	期　　間
	H18
	H19
	H20
	H21
	H22
	平均

	件数(件)
	500
	467
	360
	400
	339
	413

	死者(人)
	4
	7
	4
	3
	5
	4.6

	傷者(人)
	690
	595
	531
	522
	429
	553


第８次計画期間における千歳市の人身交通事故の特徴

	項　　目
	特　徴(多い内容)
	項　　目
	特　徴(多い内容)

	発生場所
	交差点及び交差点付近
	発生時間
	8時～12時と14時～18時

	原　　因
	車×車(出会い頭と追突)
	死亡者年齢
	20歳代、50歳代、高齢者が多い

	※第1当事者年齢
	30歳代、若年者、高齢者の順に多い
	違反内容
	安全運転義務違反


· 第１当事者とは、交通事故に関与した車両等の運転者又は歩行者のうち、この事故における過失の重い者をいい、過失が同程度の場合には負傷程度が軽い者をいう。

２　道路交通を取り巻く状況の展望

本市の道路交通を取り巻く状況は、道路の新設・改良が進み、交通安全施設も年々改善されていますが、千歳市は新千歳空港を擁し、道都札幌市に隣接する空、陸交通の要衝にあり、国内外を結ぶ交通ネットワークが形成されていることから、交通拠点都市としての機能はさらに増大し、移動や輸送には自動車を始めとする道路交通に大きく依存することが見込まれます。

　　　また、運転免許保有者数、車両保有者台数の増加により、道路交通の量的拡大が進む一方、死亡交通事故の当事者となる比率が高い高齢者人口は今後増加が見込まれることから、道路交通にも様々な影響を与えるものと考えられます。

３　道路交通事故の見通し

道路交通を取り巻く状況は、経済社会情勢の動向に伴い今後複雑に変化すると見込まれ、将来の交通事故の状況については、正確には見極め難いところですが、前述のとおり、高齢者人口の増加や高齢化率の上昇が見込まれるなど、本市の道路交通事故については依然として厳しい状況が続くものと予想されます。

Ⅱ　千歳市交通安全計画における目標
交通事故のない社会を実現することが究極の目標ですが、一朝一夕にこの目標を達成することは困難であると考えられることから、中期的な目標として、本計画の計画期間である平成27年までに年間の24時間死者数を２人以下にすることを目指します。

　　このため、市及び関係機関・団体等は、本計画に基づく諸対策を総合的かつ強力に推進することにより、交通事故の増加に歯止めをかけ、特に死亡事故の防止に全力を注ぎます。

　　なお、国の第９次交通安全基本計画では、平成27年までに年間の24時間死者数を3,000人以下にすることを目指すものとされています。

　　また、第９次北海道交通安全計画では、平成27年までに年間の24時間死者数を175人以下にすることを目標としています。

　　本計画においても、第９次北海道交通安全計画における数値目標の算出の考え方を参考に、直近の基礎数値を用いて算出しました。

第３節　道路交通の安全についての対策

Ⅰ　今後の道路交通安全対策を考える視点

道路交通が拡大する中で、近年の道路交通事故による死者数及び死傷者数が減少していることは、これまでの交通安全計画に基づき実施されてきた対策には一定の効果があったものと考えられます。

このため、これまでの交通安全対策を基本としつつ、経済社会情勢、交通情勢の変化等に対応し、また、実際に発生した交通事故に関する情報の収集・分析を充実し、特に次のような視点を重視して、より効果的な対策の推進を図るとともに、対策の実施後の評価により必要に応じた改善に努めることが重要です。

１　少子高齢社会への対応

交通事故死者のうち高齢者の占める割合が高く、今後も本市の高齢化が急速に進むことを考えると、高齢者が安全に安心して外出や移動ができるような交通社会の形成が必要です。

高齢者の交通安全対策を図っていくためには、高齢者が日常的に利用する機会の多い医療機関や福祉施設等と連携して実施していくことや、交通事故が居住地の近くで発生することが多いことから、地域における生活に密着した交通安全活動を充実させることが重要です。

また、安心して子どもを生み、育てることができる社会を実現するためには、防犯はもちろんのこと、子どもを交通事故から守る交通安全対策がより一層求められます。

このため、子どもの安全を確保する観点から、通学路等において歩道等の歩行空間の整備を推進する必要があります。

２　歩行者の安全確保
北海道では、平成21年中及び22年中における、全体の交通事故死者数に占める歩行者の割合が３割を超え、特に、高齢者は歩行者の割合が約５割を占めています。

安全で安心な社会の実現を図るためには、自動車と比較して弱い立場にある歩行者の安全を確保することが必要不可欠であり、特に、高齢者や子どもにとって身近な道路の安全性を高めることが重要です。

このような情勢等を踏まえ、人優先の考えの下、通学路、生活道路、市街地の幹線道路等において歩道の整備等による歩行空間の確保を進めるなど、歩行者の安全確保を図る対策を推進していく必要があります。

３　市民自らの意識の形成
　　　交通行政に携わる者、交通機関に関わる者を含め、市民が交通事故の危険性を十分認識したうえで、交通事故のない社会を目指し、交通事故を起こさない、交通事故にあわないという意識を再確認する必要があります。そのためには、交通安全教育や交通安全に関する広報啓発活動をより一層推進する必要があります。

しかし、一方的な情報提供や呼びかけだけでは、効果は限定的なことから、市民が身近な地域において、地域の課題を認識し、自ら具体的な目標や方針を立てたり、交通安全に関する各種活動に直接関わるなど、交通事故のない安全で安心な交通社会の構築に向けて積極的に関与していくような仕組みづくりが必要です。

Ⅱ　講じようとする施策
１　道路交通環境の整備

道路交通環境の整備については、これまでも関係機関・団体等が連携し、幹線道路と生活道路の両面で対策を推進してきたところです。

今後は、これまでの対策に加え、少子高齢化等の社会情勢の変化に対応し、子どもを事故から守るとともに、高齢者や障がい者が安全に安心して外出できる交通社会の形成を図る観点から、安全・安心な歩行空間が確保された人優先の道路交通環境整備を推進します。
（１）人優先の安全・安心な歩行空間の整備

ア　生活道路における交通安全対策の推進

イ　通学路等の歩道整備等の推進

　　　ウ　バリアフリー化を始めとする歩行空間等の整備

（２）道路ネットワークの整備と規格の高い道路の利用推進

　　　ア　適切に機能分担された道路網の整備

　　　イ　改良等による道路交通環境の整備
（３）交通安全施設等整備事業の推進

ア　歩行者・自転車対策及び生活道路対策の推進
イ　幹線道路対策の推進
（４）交通安全教育施設の整備
（５）効果的な交通規制の推進

ア　地域の特性に応じた交通規制
イ　安全で機能的な都市交通確保のための交通規制

（６）災害に備えた道路交通環境の整備

      ア　災害に備えた道路の整備  

イ　災害に強い交通安全施設等の整備

ウ　災害発生時における交通規制
（７）総合的な駐車対策の推進

ア　秩序ある駐車の推進
イ　違法駐車対策の推進
ウ　違法駐車締め出し気運の高揚・形成
（８）交通安全に寄与する道路交通環境の整備

ア　子どもの遊び場等の確保

イ　道路法に基づく通行の禁止又は制限    
　　  ウ　無電柱化の推進

２　交通安全思想の普及徹底

交通安全教育は、生命尊重という理念の下に、交通社会の一員としての責任を自覚し、交通安全意識と交通マナーの向上に努め、相手の立場を尊重し、他の人々や地域の安全にも貢献できる良き社会人を育成する上で、重要な意義を有しています。

交通安全意識を向上させ交通マナーを身に付けるためには、人間の成長過程に合わせ、生涯にわたる学習を推進して市民一人ひとりが交通安全の確保を自らの課題として捉えるよう意識の形成を促すことが重要です。

また、人優先の交通安全思想の下、高齢者、障がい者等の交通弱者に関する知識や思いやりの心を育むとともに、交通事故を起こさない意識を育てることが重要です。このため、交通安全教育指針（平成10年国家公安委員会告示第15号）等を活用し、幼児から成人に至るまで、心身の発達段階やライフステージに応じた段階的かつ体系的な交通安全教育の推進に努めます。

特に、高齢社会が進展する中で、高齢者自身の交通安全意識の向上を図るとともに、他の世代に対しても高齢者の特性を知り、その上で高齢者を保護し、また、高齢者に配慮する意識を高めるための啓発指導を強化します。

さらに、自転車を使用することが多い小学生、中学生及び高校生に対しては、将来の運転者教育の基礎となるよう自転車の安全利用に関する指導を強化します。

交通安全教育・普及啓発活動に当たっては、国、道、市、警察、学校、関係機関・団体及び家庭・職場がそれぞれの特性を生かし、連携をとりながら、地域ぐるみの活動の推進に努めます。

特に交通安全教育・普及啓発活動に当たる関係機関の職員や教職員の指導力の向上を図るとともに、地域における民間の指導者の育成と、高齢者を中心とした子ども、親の３世代間の交通安全に関する交流の推進に努めます。

千歳市交通安全教育指導員による交通安全教室等を中心とする指導啓発については、これまでの交通安全教育指導のノウハウを活かし、幼児から高齢者までを対象とするきめ細かな内容の充実に努めます。

（１）段階的かつ体系的な交通安全教育の推進

ア　幼児に対する交通安全教育の推進

イ　小学生に対する交通安全教育の推進

ウ　中学生に対する交通安全教育の推進

エ　高校生に対する交通安全教育の推進

オ　成人に対する交通安全教育の推進

カ　高齢者に対する交通安全教育の推進

キ　障がい者に対する交通安全教育の推進

（２）効果的な交通安全教育の推進
交通安全教育を行うに当たっては、受講者が、安全に道路を通行するために必要な技能及び知識を習得し、かつ、その必要性を理解してもらうため、参加・体験・実践型の教育方法を積極的に活用します。

交通安全教育を行う機関・団体は、交通安全教育に関する情報を共有し、他の関係機関・団体等の求めに応じて交通安全教育に用いる資機材の貸与、講師の派遣及び情報の提供等、相互の連携を図りながら交通安全教育を推進します。

（３）交通安全に関する普及啓発活動の推進
ア　交通安全運動の推進

イ　後部座席等におけるシートベルト着用の推進
ウ　チャイルドシートの正しい着用の徹底
エ　自転車の安全利用の推進
オ　飲酒運転撲滅の推進
カ　効果的な広報の実施
キ　反射材の普及推進
ク　その他の普及啓発活動の推進
（４）交通の安全に関する民間団体等の主体的活動の促進

交通安全を目的とする民間団体については、交通安全指導者の養成等の事業及び諸行事に対する援助並びに交通安全に必要な資料の提供活動を充実するなど、その主体的な活動を促進します。また、地域団体、自動車製造・販売団体、自動車利用者団体等については、それぞれの立場に応じた交通安全活動が地域の実情に即して効果的かつ積極的に行われるよう、全国交通安全運動等の機会を利用して働き掛けを行います。
（５）住民の参加・協働の推進

交通の安全は、住民の安全意識により支えられることから、住民自らが交通安全に関する自らの意識改革を進めることが重要です。

このため、交通安全思想の普及徹底に当たっては、行政、民間団体、企業等と住民が連携を密にした上で、それぞれの地域における実情に即した身近な活動を推進し、住民の参加・協働を積極的に推進します。

３　道路交通秩序の維持

交通ルール無視による交通事故を防止するためには、交通指導取締り、交通事故事件捜査、暴走族取締り等を通じ、道路交通秩序の維持を図る必要があります。

このため、交通事故実態等を的確に分析し、死亡事故等重大事故に直結する悪質性、危険性、迷惑性の高い違反に重点を置いた交通指導取締りの強化を推進します。
（１）交通の指導取締りの強化

一般道路においては、歩行者及び自転車利用者の事故防止並びに事故多発路線等における重大事故の防止に重点を置いて、交通指導取締りを効果的に推進します。
（２）暴走族対策の強化
暴走族による各種不法事案を未然に防止し、交通秩序を確保するとともに、青少年の健全な育成に資するため、関係機関・団体等が連携し、次の暴走族対策を推進します。
ア　暴走行為をさせないための環境づくり
イ　暴走族に対する指導取締りの強化
４　救助・救急活動の充実

交通事故による負傷者の救命を図り、被害を最小限にとどめるため、高速自動車道を含めた道路上の交通事故に即応できるよう、救急医療機関、消防機関等の救急関係機関相互の緊密な連携・協力関係を確保しつつ、救助・救急体制及び救急医療体制の整備を図ります。特に、負傷者の救命率・救命効果の一層の向上を図る観点から、救急現場又は搬送途上において、医師、看護師、救急救命士、救急隊員等による一刻も早い救急医療、応急処置等を実施するための体制整備を図るほか、事故現場におけるバイスタンダー（救急現場に居合わせた人）による応急手当の普及等を推進します。
（１）救助・救急体制の整備

ア　救助体制の整備・拡充

イ　救助・集団救急事故体制の整備
ウ　心肺そ生法等の応急手当の普及啓発活動の推進
エ　救急救命士の養成・配置等の推進

オ　救助・救急用資機材の整備の推進
カ　救助隊員及び救急隊員の教育訓練の充実
（２）救急医療体制の整備

軽度の救急患者の診療を行う初期救急医療体制及び入院を必要とする重症患者の受入れのための二次救急医療体制については、医師会を通じ医療機関の当番制により整備充実を図ります。
（３）救急関係機関の協力関係の確保

救急医療施設への迅速かつ円滑な収容を確保するため、救急医療機関、消防機関等の関係機関における緊密な連携・協力関係を図るとともに、効果的な救急体制の整備を推進します。
５　交通事故被害者支援の充実

犯罪被害者等基本法のもと、交通事故により肉体的、精神的及び経済的に大きな打撃を受けている交通事故被害者等の支援の充実を図ります。

	（１）自動車損害賠償保障制度に係る無保険（無共済）車両対策の徹底


自動車事故による被害者の救済対策の中核的役割を果たしている自動車損害賠償保障制度については、自賠責保険（自賠責共済）の期限切れ、掛け忘れ等への注意を喚起する広報活動及び指導取締りの強化等を行い、無保険（無共済）車両の運行の防止を徹底します。

（２）交通事故被害者の支援等

市の市民相談、北海道の交通事故相談所等において、関係機関・団体等と連絡協調を図り、相談業務を推進するとともに、相談員の資質の向上及び広報紙等による相談活動の周知徹底を図るなど、交通事故当事者に対し広く相談の機会を提供します。また、交通事故被害者等の心情に配慮した適切な対応と相談業務の充実に努めます。
第2章 鉄道交通の安全








第１節　鉄道事故のない社会を目指して
人や物を大量に、高速に、かつ、定時に輸送できる鉄道は市民生活に欠くことのできない交通手段であり、列車の運行が高密度である現在の運行形態においては、一たび事故が発生すると、利用者の利便に重大な支障をもたらすばかりでなく、被害が甚大となります。

このため、各種の安全対策を総合的に推進し、市民の鉄道に対する信頼を揺るぎないものとする必要があります。

Ⅰ　鉄道事故の状況等
１　鉄道事故の状況

鉄道事故は、千歳市の区域では、長期間にわたり発生しておりません。

Ⅱ　千歳市交通安全計画における目標　

　　平成27年度までの鉄道事故発生件数ゼロを目指します。

第２節　鉄道交通の安全についての対策

Ⅰ　今後の鉄道交通安全対策を考える視点

道内の鉄道における運転事故は長期的には減少傾向にありますが、重大な結果をもたらすことから、鉄道事業者と道路管理者の連携により、鉄道路線、踏切保安設備等の整備について効果的対策を推進します。

Ⅱ　講じようとする施策

１　鉄道交通環境の整備

鉄道交通の安全を確保するためには、鉄道施設、運転保安設備等について常に高い信頼性を保持し、システム全体としての安全性を確保する必要があります。

このため、鉄道施設の維持管理の徹底と運転保安設備の整備等を図るなど、安全対策を推進します。

２　鉄道の安全な運行の確保

鉄道の安全な運行を確保するため、乗務員及び保安要員の資質の向上や保安監査の強化、さらに、交通安全意識の向上及び踏切事故時における非常ボタンの操作等の緊急措置の周知徹底を図る必要があります。

　　  特に、置石・投石等の鉄道妨害、路線内の立入り等の外部要因による事故を防止するため、鉄道事業者は、踏切道の安全通行や鉄道事故防止に関して、学校、沿線住民、道路輸送事業者等を対象として、交通安全運動等の機会をとらえ、ポスターの掲示、チラシ類の配布等による広報活動を積極的に行います。

３　鉄道車両の安全性の確保

　　  科学技術の進歩を踏まえつつ、適時、適切に鉄道車両の構造・装置に関する保安上の技術基準を見直します。また、事故発生時における乗客、乗務員の被害軽減のための方策や、鉄道車両の電子機器等の誤作動防止のための方策の検討を行い、その活用を図ります。

４　救助・救急活動の充実

鉄道の重大事故等の発生に対して、避難誘導、救助・救急活動を迅速かつ適確に行うため、主要駅における防災訓練の充実や鉄道事業者と消防機関、医療機関その他の関係機関との連携・協力体制の強化を推進します。

５　被害者支援の充実

救護活動等の強化や被害者等の心情に配慮した対策の推進を図ります。警察、医療機関、道、市及び民間の被害者支援団体等との連携を図り、被害者を支援します。
第３章　踏切道における交通の安全









第1節 踏切事故のない社会を目指して
踏切事故は、長期的には減少傾向にありますが、踏切事故は鉄道運転事故に占める割合が高い状況にあることから、引き続き踏切事故防止対策を総合的、積極的に推進することにより、踏切事故のない社会を目指します。

Ⅰ　踏切事故の状況等
１　踏切事故の状況

踏切事故は、千歳市の区域では、長期的にわたり発生しておりません。

Ⅱ　千歳市交通安全計画における目標

平成27年度までの踏切事故発生件数ゼロを目指します。

第２節　踏切道における交通の安全についての対策

Ⅰ　今後の踏切道における交通安全対策を考える視点

踏切事故は、一たび発生すると多数の死傷者を生ずるなど重大な結果をもたらすものであることから、構造改良、踏切保安設備の整備、交通規制の対策等それぞれの踏切の状況等を勘案しつつ、より効果的な対策を総合的かつ積極的に推進します。

Ⅱ　講じようとする施策

１　踏切道の構造の改良整備の推進
踏切道における安全を確保するため、狭隘化している踏切道について、拡幅等の整備を積極的に推進します。

２　踏切保安設備の整備及び交通規制の実施

踏切遮断機の整備された踏切道は、踏切遮断機の整備されていない踏切道に比べて事故発生率が低いことから、踏切道の利用状況、踏切道の幅員、交通規制の実施状況等を勘案し、着実に踏切遮断機の整備を行います。

さらに、道路の交通量、踏切道の幅員、踏切保安設備の整備状況、う回路の状況等を勘案し、必要に応じ自動車通行止め、大型自動車通行止め、一方通行等の交通規制を実施するとともに、道路標識等の大型化、高輝度化による視認性の向上を図ります。
３　その他踏切道の交通の安全と円滑化を図るための措置

踏切事故は、直前横断、落輪、冬季のスリップ等に起因するものが多いことから、自動車運転者や歩行者等の踏切道通行者に対し、交通安全意識の向上及び踏切支障時における非常ボタンの操作等の緊急措置の周知徹底を図る必要があります。

このことから、車両等の踏切通行時の違反行為に対する指導取締りを積極的に行うほか、広報活動等の強化や学校、自動車教習所等において、踏切の通過方法等の教育を引き続き促進します。

このほか、踏切道に接続する道路の拡幅については、踏切道において道路の幅員差が新たに生じないよう努めます。

第２部 冬季間の陸上交通の安全
１　冬季道路交通環境の整備
　冬季に対応する道路環境の整備については、これまでも冬季交通の確保や交通安全等の観点から関係機関が連携し、幹線道路と生活道路の両面で対策を推進してきました。

　　積雪寒冷地における冬季交通は、路面や気象など交通環境が大きく異なることから、今後も冬季交通の特性に対応した道路交通環境整備を図るとともに、事故の特徴を踏まえた対策を推進します。

（１）人優先の安全・安心な歩行空間の整備
　冬季の歩行者の安全で安心な通行を確保するため、積雪による歩道幅員の減少や凍結による転倒の危険等冬季特有の障害に対し、歩道除雪や防滑砂の散布等の実施に努めます。

（２）改良等による道路交通環境の整備
安全かつ円滑な交通を確保するため、道路の新設・改良に当たっては、坂道等における急勾配箇所の解消に努めるとともに、積雪スペースの確保、スリップ事故防止のための凍結路面対策を図り、交通事故発生の未然防止に努めます。
（３）快適で安全な冬季道路交通環境の整備
　　　冬季における交通の安全は地域に根ざした課題であることから、地域の人々のニーズや道路の利用実態、交通流の実態を把握し、地域の特性に応じた道路交通環境の整備を行う必要があります。

そのため、視程障害等に伴う交通事故防止のための雪山の除去等を実施するとともに、道路の除排雪の実施、交差点や坂道スリップ事故多発箇所を中心とする凍結防止剤の散布などにより、冬季路面管理の充実に努めます。

２　交通安全思想の普及徹底
　冬季における道路交通は、路面や気象など交通環境が通常とは大きく異なり、悪条件が重なることから、交通安全意識と交通マナーの向上に加え、冬季交通特有の技能と知識の習得が重要です。
　このため、心身の発達段階やライフステージに応じた段階的かつ体系的な交通安全教育を行うとともに、参加・体験・実践型の教育方法を取り入れるなど、より効果的な交通安全思想の普及に努めます。
（１）段階的かつ体系的な交通安全教育の推進
　　ア　幼児に対する交通安全教育の推進

イ　小学生、中学生及び高校生に対する交通安全教育の推進

　　ウ　成人に対する交通安全教育の推進
エ　高齢者に対する交通安全教育の推進
（２）効果的な交通安全教育の推進
　冬季の運転経験の少ない者や夏季の運転免許取得者を中心に、運転免許試験場を活用した「夏期冬道安全運転講習」や自動車運送事業者団体を通じた「冬道安全運転訓練」などの体験講習の実施等により、積雪・凍結路面等における運転に必要な技能と知識の習得に努めるほか、パンフレットの作成・配布などにより、冬季の交通安全思想の普及に努めます。

２．道路交通の安全についての目標


○　交通事故（24時間）死者数を２人以下／年にします。


○　死傷者数の減少に取組みます。





１．道路交通事故のない社会を目指して


○　人命尊重の理念に基づき、究極的には、交通事故のない社会を目指


します。


○　今後は、死者数の一層の減少に取組むことはもちろんのこと、事故そのものの減少についても積極的に取組みます。








３．道路交通の安全についての対策





＜３つの視点＞  


①　少子高齢社会への対応　② 歩行者の安全確保


③　市民自らの意識の形成











＜５つの柱＞


①　道路交通環境の整備


②　交通安全思想の普及徹底


③　道路交通秩序の維持


④　救助・救急活動の充実


⑤　交通事故被害者支援の充実





１．鉄道事故のない社会を目指して


○　一たび事故が発生すると、利用者の利便に重大な支障をもたらすばかりでなく、被害が甚大となります。


○　各種の安全対策を推進し、鉄道に対する信頼を揺るぎないものとする必要があります。





２．鉄道交通の安全についての目標


○　鉄道事故発生件数ゼロを目指します。





３．鉄道交通の安全についての対策





＜２つの視点＞


①　事故個別の問題の解決　


②　過去に起きた事故等の教訓の活用





＜５つの柱＞


①　鉄道交通環境の整備


②　鉄道の安全な運行の確保


③　鉄道車両の安全性の確保


④　救助・救急活動の充実


⑤　被害者支援の充実





１．踏切事故のない社会を目指して


踏切事故は，長期的には減少傾向にありますが、踏切事故は鉄道運転事故に占める割合が高い状況にあることから、引き続き踏切事故防止対策を推進することにより、踏切事故のない社会を目指します。





２．踏切道における交通の安全についての目標


踏切事故発生件数ゼロを目指します。





３．踏切道における交通の安全についての対策





　＜視点＞


それぞれの踏切の状況等を勘案したより効果的対策の推進





＜３つの柱＞


①　踏切道の構造の改良整備の推進


②　踏切保安設備の整備及び交通規制の実施


③　その他踏切道の交通の安全と円滑化を図るための措置
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